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文部科学大臣 
松本 洋平 様 

高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン（仮称））骨子に対する意見 

次代を担う子供たちを誰一人取り残すことなく健やかに育むことは、日本

国民全体の願いである。教育は国家百年の計であり、人材が最大の資源である

我が国においては、教育の充実は未来への投資でもある。都道府県教育委員会

では、これまでも域内の市区町村教育委員会等とも連携して、公教育の充実に

取り組んできた。未来の日本を支える人材の育成は、我が国の社会の真ん中に

据えるべき最重要施策の一つであり、中でも、ほとんどの生徒が高等学校に進

学する現状において、高校教育の機会均等や生徒の多様な学習ニーズに応え

る柔軟で質の高い学びの実現は重要である。 

都道府県教育委員会は、国が予定している令和８年度からの高等学校等就

学支援金制度の拡充により、域内の高校教育の普及と機会均等を図り地域の

それぞれの人材を育成するという役割を担ってきた公立高校（中等教育学校

の後期課程を含む。以下同じ。）の衰退や、公立高校離れに繋がることを非常

に憂慮している。また、このことに対して、今後、公立高校への抜本的な支援

拡充は、国の責任と財源により可及的速やかに取り組むべき施策であると考

えている。 

このような認識のもと、文部科学省から示された高校教育改革に関する基

本方針（グランドデザイン（仮称））の骨子に対し、下記のとおり意見する。 

記 

１ 新時代を担う人材を育成するための公立高校の特色化・魅力化への支援

の拡充を含む多様な人材育成の実現 

（１）普通科をはじめ全ての公立高校について、特色化・魅力化の必要性を

グランドデザインに位置づけるとともに、その特色・魅力を最大限発揮

できるように、個々の生徒の学習ニーズへの対応等に向けた教育課程の

刷新やデジタル技術の活用など、柔軟な学校改革が可能となるよう支援

すること。 

（２）我が国の社会・経済の発展を支える理系人材等を育成するため、専門

高校だけでなく広く公立高校における地域・産業界・大学等との連携等

に向けた教育課程編成の柔軟化及び施設・設備整備等を含めた教育環境

の整備・充実や、国際的な資質・能力を有するグローバル人材の育成の

ための支援の拡充を行うこと。 
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（３）教員加配の柔軟な運用や新たな加配枠の設置などにより、多様な学習

ニーズに対応した学びの充実や指導運営体制の整備に係る支援を行うと

ともに、生徒の学びをサポートするため、支援員の配置等を拡充し、各

都道府県の実情に合わせた高校教育改革を推進できるよう支援すること。 

（４）過疎・中山間地域の学校や小規模校などにおける生徒の学びを保障す

るため、教職員体制の一層の充実のほか、学校間連携及び遠隔授業の推

進や、通学支援及び寮の整備など地理的アクセス確保に係る支援を充実

するとともに、支援にあたっては、各都道府県のこれまでの取組を踏ま

え、実情に応じた柔軟な支援を行うこと。 

（５）教育の質を確保するため、学科やコースの改編等を含め、公立高校の

再編整備に対する支援を充実すること。 

 

２  「高等学校教育改革実行計画」（以下「計画」という。）の策定及び都道府

県の基金の設置等について 

（１）都道府県の計画策定にあたっては、過度な条件を設けず、既存の計画を

活用することも含め、地域の実情に応じた柔軟な対応が可能なものとす

ること。 

（２）計画策定について、知事等の首長や関係部局、地域の関係者や産業界と

十分に連携・協働することとされているほか、計画に私立高校の取組を記

載することも可能とされるなど、計画の調整には相応の期間を要すると

見込まれることから、調整に必要な期間を考慮したスケジュールとする

こと。 

（３）各都道府県が地域の実情や特性に応じて実効的な計画を効率的に策定

できるよう、参酌できる計画骨子例提示による負担軽減等の配慮をする

こと。 

（４）都道府県の基金に関する交付申請にあたっては、制度の詳細を早期に示

すとともに、検討する期間を十分に確保できるよう、国の令和７年度補正

予算を令和８年度へ繰越した上で都道府県に配分するなど、柔軟な運用

とすること。 

（５）都道府県立高校の改革を先導する拠点（以下「拠点校」という。）の希

望に加えて、市立高校等が拠点校希望の意向を示した場合、都道府県ごと

の申請校数を制限することなく、国が、内容などを審査し、拠点校を決定

すること。 

 

4



（６）拠点校については、「理数系人材育成支援」などの類型ごとに国が校数

を一律に限定するのではなく、複数の拠点校や連携校、協力校の設定など、

地域の実情に応じて各都道府県が検討できる仕組みとするとともに、拠

点校にふさわしい施設・設備の整備期間を確保するため、基金による支援

期間を十分確保すること。 

（７）基金及び「高等学校教育改革交付金（仮称）」については、各都道府県

における教育充実のための多様な施策が対象となるよう柔軟性を持った

制度とするとともに、交付金の詳細を早期に示すこと。 

（８）都道府県の過度な負担とならないよう、交付申請等の事務手続の簡素化

等の検討を行うこと。 

３ 公立高校全体の充実・底上げ 

今後も、域内の高校教育の普及と機会均等を図り地域のそれぞれの人材

を育成するという公立高校の役割を確実に果たしていくため、一部の高校

のみならず、全公立高校に対して、地域格差が生じないよう指導体制の人的

充実や老朽化対策等の教育環境整備に係る財政支援の拡充など、教育の質

の向上に向けた取組を強化すること。 

４ 国と地方の関係 

国策として導入し、国費で実施していく仕組みにおいて、基金に関する支

援期間以降も地方に財政負担を転嫁することがないようにするとともに、都

道府県の新たな事務負担に対する地方交付税措置の拡充を図ること。 

５ 安定財源の確保 

（１）国においては、都道府県等に対して、義務教育費国庫負担金のほか、教

育施策を推進するために必要な様々な支援が実施されているが、高校無

償化に伴い、現在実施されているそれらの支援に影響が出ないよう、国が

責任をもって財源を確実に確保すること。 

（２）グランドデザインを踏まえ、各都道府県が計画を確実に遂行できるよう、

令和９年度からの交付金による財政支援については、都道府県が必要と

する予算規模を継続的に確保し、安定的な仕組みを構築すること。 

令和７年１２月２３日 
全国都道府県教育委員会連合会 
会 長  坂 本  雅 彦 
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現
状
と
課
題

➢
2

0
3

5
年
以
降

1
8
歳
人
口
が
急
減
、
労
働
力
人
口
は
減
少

➢
A

I技
術
等
の
発
展
に
伴
い
社
会
が
必
要
と
す
る
職
種
・
能
力
は
変
化
す
る
も
、

日
本
は
高
ス
キ
ル
を
担
う
労
働
者
の
増
加
率
で
欧
米
に
劣
る

➢
人
口
構
成
の
変
化
や
社
会
の
ニ
ー
ズ
の
変
化
を
踏
ま
え
、
全
体
の
能
力
強
化

（
価
値
創
造
力
の
強
化
、
汎
用
的
能
力
と
専
門
分
野
の
能
力
向
上
等
）
が
急

が
れ
る

 6
0

 7
0

 8
0

 9
0

 1
0

0

 1
1

0

 1
2

0

3
0
％
減

E
U
、
日
本
、
米
に
お
け
る
雇
用
の
二
極
化
、

雇
用
カ
テ
ゴ
リ
ー
の
変
化
率
（

2
0

0
2

-
2

0
1

4
）

1
8
歳
人
口
の
推
移

単
位
：
万
人

出
所
：
2
04
0
年
ま
で
は
厚
生
労
働
省
人
口
動
態
統
計
を
基
に
作
成
。
20
4
2
年
以
降
は
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
「
日
本
の
将
来
推
計

人
口
（
令
和
５
年
推
計
）
」
を
基
に
作
成
。

出
所
：
経
済
産
業
研
究
所

岩
本
晃
一
「
A
I
が
日
本
の
雇
用
に
与
え
る
影
響
の
将
来
予
測
と
政
策
提
言
」
（
2
02
0
年
３
月
）

10
9

11
1

77

68

（
年
）

（
％
）

1
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目
指
す
姿

改
革
の
方
向
性

(1
)多

様
性
・
好
奇
心
・
探
究
力
を
中
心
に
個
を
磨
き
育
む
初
等
中
等
教
育
へ
の
転
換

(2
)高

等
教
育
機
関
の
競
争
力
強
化
、
規
模
の
適
正
化
と
基
盤
の
強
化

(3
)あ

ら
ゆ
る
世
代
が
学
び
続
け
る
「
全
世
代
型
教
育
シ
ス
テ
ム
」
の
構
築

(4
)グ

ロ
ー
バ
ル
人
材
の
育
成

全
体
の
能
力
強
化
に
向
け
て

➢
一
人
ひ
と
り
の
個
を
磨
く
、
多
様
な
個
性
と
好
奇
心
、
探
究
心
を
伸
ば
す
教
育

➢
A
I・
デ
ジ
タ
ル
を
駆
使
す
る
人
材
の
育
成
（
モ
ノ
づ
く
り
×
デ
ジ
タ
ル
等
）

➢
新
た
な
労
働
需
要
に
対
応
し
た
不
断
の
能
力
開
発
・
ス
キ
ル
ア
ッ
プ

➢
多
様
な
人
々
と
協
働
し
な
が
ら
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
通
じ
た
新
た
な
価
値
創
造
に

取
り
組
み
、
国
際
連
携
を
リ
ー
ド
す
る
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
の
育
成

「
最
先
端
技
術
立
国
」
「
無
形
資
産
立
国
」
「
貿
易
・
投
資
立
国
」
へ

社
会
変
革
に
向
け
て
一
気
通
貫
で
教
育
を
改
革
す
る

2
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一
気
通
貫
の
教
育
改
革
の
中
で
高
校
等
の
教
育
へ
の
期
待

初
等
中
等
教
育
段
階

•
一
律
一
斉
型
の
教
育
か
ら
、
多
様
性
を
重
視
し
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
や
好
奇
心
、

探
究
力
を
育
て
る
個
を
尊
重
し
た
教
育
へ
の
転
換

高
校
段
階
：
将
来
の
キ
ャ
リ
ア
を
見
据
え
た
多
様
な
選
択
肢
の
提
供

•
先
端
技
術
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
意
識
し
た
教
育
、
文
理
融
合
や
理
数
強
化
な
ど
普
通
科
教
育
改
革

•
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
の
育
成
：
留
学
支
援
、

IC
T
等
を
活
用
し
た
海
外
の
教
育
・
人
材
と
の
交
流
強
化

•
実
践
的
な
専
門
技
術
を
磨
く
教
育
や
地
域
産
業
を
支
え
る
教
育
の
機
能
強
化

＊
ｐ
５
～
ｐ
７

大
学
入
試
の
課
題

•
現
在
の
初
等
・
中
等
教
育
は
、
大
学
入
学
を
最
終
目
標
に
据
え
た
学
力
重
視
の
構
造

•
高
校
の
コ
ー
ス
分
け
と
大
学
入
試
科
目
（
理
数
系
の
学
び
の
不
足
）

＊
ｐ
８
、
ｐ
９

3
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グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
骨
子
へ
の
評
価
と
コ
メ
ン
ト

「
一
人
ひ
と
り
が
幸
福
に
生
き
る
た
め
の
教
育
」
と
い
う
点
を
前
提
に

評
価
：
経
団
連
提
言
「

2
0

4
0
年
を
見
据
え
た
教
育
改
革
」
と
整
合

•
生
徒
の
「
好
き
」
を
育
み
、
「
得
意
」
を
伸
ば
す
多
様
な
経
験
を
通
じ
た
、
生
徒
一
人
一
人
の
能
力
の
伸
長
、

主
体
性
の
涵
養

•
産
業
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
人
材
育
成
／
世
界
で
活
躍
で
き
る
人
材
の
育
成

•
知
事
部
局
や
地
域
の
関
係
者
、
産
業
界
と
連
携
・
協
働
し
た
「
実
行
計
画
」
の
策
定

コ
メ
ン
ト
：

①
A

Iに
代
替
さ
れ
な
い
能
力
や
個
性
の
伸
長

•
す
で
に

A
Iは

社
会
に
浸
透
し
つ
つ
あ
り
、
今
後
も
そ
の
傾
向
が
強
ま
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
。

A
Iと

競
う
の

で
は
な
く
、

A
Iを

活
用
し
て
新
た
な
価
値
を
生
み
出
す
素
地
を
つ
く
る
と
い
う
方
向
性
を
目
指
す
べ
き

②
産
業
界
の
伴
走
支
援

•
学
校
現
場
の
ニ
ー
ズ
を
起
点
と
し
て
、
産
業
界
の
支
援
の
内
容
や
進
め
方
を
構
築
す
る
こ
と
が
必
要

③
改
革
を
推
進
す
る
教
員

•
教
育
を
担
う
教
員
の
負
担
に
配
慮
し
つ
つ
取
組
み
を
進
め
る
こ
と
が
重
要
。
教
員
が
自
ら
の
授
業
を
磨
き
上

げ
る
と
と
も
に
、
効
果
的
な
教
育
活
動
を
行
え
る
よ
う
、
学
校
の
働
き
方
改
革
に
取
り
組
む
こ
と
が
必
要
。

4

11



産
業
基
盤
を
支
え
る
人
材
育
成
へ

➢
産
業
構
造
変
化
に
よ
る
、
就
業
構
造
の
変
化
を
踏
ま
え
た
人
材
育
成
が
不
可
欠

➢
工
業
高
校
と
高
等
専
門
学
校
卒
学
生
に
対
す
る
求
人
倍
率
は
高
い
が
、
現
状
の

人
材
供
給
は
、
強
い
労
働
需
要
に
応
え
ら
れ
て
い
な
い

➢
産
業
界
の
期
待
を
保
護
者
・
生
徒
に
伝
え
る
こ
と
も
課
題

➢
専
門
高
校
・
高
等
専
門
学
校
の
強
化
等
に
よ
る
、
産
業
人
材
の
確
保
が
急
務

➢
大
学
・
学
部
・
学
科
の
再
編
や
統
合
、
他
大
学
と
の
連
携
も
進
め
る
必
要

「
早
期
か
ら
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
人
材
と
し
て

の
キ
ャ
リ
ア
を
見
据
え
た
実
践
的
な
専
門
技
術

を
習
得
す
る
教
育
を
充
実
さ
せ
る
べ
き
」

※
ス
イ
ス
で
は
、
中
学
卒
業
後
、

約
7
割
が
職
業
教
育
訓
練
制
度
（

V
E

T
）
を

活
用
し
、
訓
練
校
に
進
学

野
村
総
合
研
究
所
「
知
的
資
産
創
造

2
0

2
3
年

3
月
号
」
（

2
0

2
3
年
５
月
）

5
経
団
連
「
『
科
学
技
術
立
国
』
実
現
に
向
け
た
緊
急
提
言
」
（

2
0

2
5
年

1
2
月
）
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出
口
を
見
据
え
た
産
業
人
材
育
成
へ
の
期
待

➢
地
域
産
業
に
必
要
な
人
材
育
成
を
め
ぐ
り
、
教
育
関
係
者
と
知
事
部
局
と
の

密
な
意
思
疎
通
が
不
可
欠

➢
地
域
別
の
将
来
ビ
ジ
ョ
ン
・
産
業
構
造
・
必
要
な
人
材
規
模
等
を
共
有
す
る

こ
と
が
出
発
点

➢
そ
の
上
で
、
各
地
域
の
産
業
・
生
活
ニ
ー
ズ
に
沿
っ
た
人
材
育
成
計
画
を
立

て
、
地
域
連
携
を
深
め
、
教
育
の
質
の
高
め
る
こ
と
を
期
待

6

奈
良
県
の
各
産
業
の
特
化
係
数

山
梨
県
の
各
産
業
の
特
化
係
数

「
サ
ー
ビ
ス
業
」
の
中
で
も
地
域
に
よ
っ
て
ニ
ー
ズ
は
異
な
る

総
務
省
統
計
局
「
統
計

T
o
d
a

y
 N

o
.1

7
9
」
（

2
0

2
1
年

1
1
月
）

※
本
特
化
係
数
は
、
産
業
構
成
の
地
域
特
性
を
数
量
的
に
⽰
す
指
標
。

あ
る
産
業
の
特
化
係
数
が

1
よ
り
大
き
い
場
合
、
そ
の
都
道
府
県
で
は

全
国
平
均
よ
り
そ
の
産
業
の
売
上
割
合
が
高
い
こ
と
を
意
味
す
る
。

13



専
門
高
校
の
機
能
強
化
・
高
度
化
に
向
け
た
期
待

➢
専
門
高
校
は
、
地
域
の
産
業
構
造
や
発
展
へ
の
対
応
を
通
じ
て
、
魅
力
を
高

め
る
こ
と
が
必
須

➢
地
方
公
共
団
体
や
地
域
の
産
業
界
と
連
携
し
、
必
要
な
ス
キ
ル
や
資
格
を
有

す
る
職
業
人
材
の
育
成
の
観
点
か
ら
、
モ
ノ
づ
く
り
に
お
け
る
Ｄ
Ｘ
や
グ

ロ
ー
バ
ル
化
の
動
向
を
踏
ま
え
つ
つ
、
学
習
内
容
を
実
践
的
に
し
、
か
つ
高

度
化
す
る
必
要

➢
専
門
高
校
の
機
能
強
化
・
高
度
化
に
向
け
て
は
、
各
高
校
が
、
目
指
す
方
向

や
改
革
の
道
筋
を
描
き
、
主
体
的
に
取
り
組
も
う
と
す
る
動
き
が
あ
っ
て
初

め
て
、
産
業
界
も
そ
れ
に
合
わ
せ
た
伴
走
支
援
が
可
能

➢
各
高
校
に
お
い
て
、
機
能
強
化
・
高
度
化
の
必
要
性
を
共
有
し
、
前
向
き
に

取
り
組
む
意
識
を
育
ん
で
い
く
こ
と
が
肝
要

➢
特
別
非
常
勤
講
師
制
度
や
特
別
免
許
状
の
活
用
を
通
じ
た
、
外
部
の
専
門
人

材
に
よ
る
高
度
な
専
門
教
育
の
充
実
を
期
待

7
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大
学
入
試
改
革
と
連
動
し
た
高
校
教
育
改
革
の
実
現

➢
多
様
な
個
性
と
好
奇
心
、
探
究
心
を
伸
ば
す
教
育
や
、

A
I・

デ
ジ
タ
ル
を
駆

使
す
る
人
材
の
育
成
（
前
述
）
に
資
す
る
、
文
理
融
合
教
育
・

S
T

E
A

M
教

育
の
充
実
が
重
要

➢
高
校
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
改
革
の
み
な
ら
ず
、
大
学
入
試
の
あ
り
方
も
含
め
た

一
貫
し
た
改
革
が
重
要

入
試
改
革

探
究
力

好
奇
心

基
礎
学
力

一
般
選
抜
で
の
個
別
学
力
検
査
に
お
け
る

数
学
の
出
題
状
況
（
大
学
全
体
）

➢
「
文
系
」
学
部
で
数
学
を
必
須
と
す
る
大
学
は
少
数

2
.8

%

6
.5

%

5
4

.8
%6
8

.0
%

4
2

.3
%

2
5

.5
%

人
文
科
学

社
会
科
学

必
須

選
択

出
題
せ
ず

8
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高
校
無
償
化
に
対
す
る
制
度
設
計
の
視
点

➢
高
校
無
償
化
を
進
め
る
に
あ
た
っ
て
は
、
教
育
の
質
の
向
上
や
教
育
格
差
の

是
正
と
い
っ
た
観
点
を
考
慮
し
た
制
度
設
計
・
運
用
を
期
待

出
所
：
文
部
科
学
省
「
子
供
の
学
習
費
調
査
」

学
習
塾
費
（
高
校
生
）
の
推
移

05

1
0

1
5

2
0

2
5

3
0

3
5

4
0

4
5

5
0

公
立
高

私
立
高

（万
円
）

（年
度
）

高
校
生
等
奨
学
給
付
金

（
注
１
）
受
給
者
の
進
学
動
向

出
所
：
文
部
科
学
省
大
学
分
科
会
参
考
資
料
（
20
2
4年
1
2月
13
日
）

40

51
54

57

69

304050607080

20
18

20
20

20
21

20
22

20
23
（
年
度
）

単
位
：
％
（
住
民
税
非
課
税
世
帯
の
大
学
進
学
率
）

注
１
：
高
校
生
等
奨
学
給
付
金
と
は
、
生
活
保
護
者
世
帯
お
よ
び
住
民
税
非
課
税
世
帯
に
対
し
て
高
校
授
業
料
以
外
の
教
育
費
を
支
援
す
る
制
度
。

20
1
4
年
度
よ
り
高
校
生
等
奨
学
給
付
金
制
度
が
開
始
。
ま
た
、
2
02
0
年
度
か
ら
は
「
高
等
教
育
の
修
学
支
援
新
制
度
」
が
開
始
さ
れ
、

住
民
税
非
課
税
世
帯
等
の
学
生
は
、
高
等
教
育
機
関
の
授
業
料
の
減
免
と
給
付
型
奨
学
金
の
支
給
が
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。

注
２
：
進
学
率
の
算
出
方
法
が
年
に
よ
り
異
な
る
。
20
1
8
～
20
2
2
年
度
は
推
計
値
、
20
2
3
年
度
は
実
績
値
。

高
等
教
育
の
修
学
支
援
新
制
度
（
2
0
2
0
年
度
～
）

9
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全
国

高
等

学
校

長
協

会
会

長
内

田
隆

志
（
東

京
都

立
三

田
高

等
学

校
長

）

高
等
学
校
側
か
ら
の
提
言

一
気
通
貫
の
人
材
育
成
シ
ス
テ
ム
改
革
に
向
け
た
提
言

（
高
校
の

学
び

→
 
自
己
を
実

現
し
、

将
来

の
安

定
し

た
成
長
に
つ

な
が
る

と
い

う
明

確
な

構
図

）
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１
．
高
校
教
育
の
改
革
方
向
（教
育
課
程
部
会
等
で
の

議
論
を
踏
ま
え
て
）

◆
A

I・
デ
ー
タ
活
用
教
育
の
強
化

•
A

Iリ
テ

ラ
シ

ー
の

必
修

化
、
D

X
ハ

イ
ス

ク
ー

ル
水

準
の

学
び

を
全

国
へ

展
開

。

•
高

校
段

階
か

ら
A

I・
デ

ー
タ

ス
キ

ル
を

習
得

→
 将
来
の
所
得
向
上
・
高
付
加
価
値
産
業
へ
の
就
職
に
直
結
。

◆
基
礎
学
力
×
教
科
専
門
性
の
強
化

•
読

解
力

・
数

学
力

・
科

学
的

思
考

力
は

、
産

業
構

造
が

変
化

し
て

も
価

値
が

下
が

ら
な

い
「
安

定
収

入
の

基
盤

」
。

•
大

学
・研

究
機

関
・企

業
と

の
連

携
で

専
門

性
を

深
め

る
。

就
職

へ
の

接
続

◆
探
究
学
習
の
高
度
化

•
社

会
・
産

業
課

題
を

扱
う

P
B

L
探

究
を

制
度

化
。

•
課

題
発

見
力

・
協

働
力

→
 キ
ャ
リ
ア
安
定
性
を
高
め
る
能
力

。

◆
文
理
横
断
・S

T
E

A
M
教
育

•
D

X
時

代
の

「コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

人
材

」「
新

産
業

創
出

人
材

」を
高

校
か

ら
体

系
的

に
育

成
。

20



２
．
教
員
養
成
・研
修
・定
数
改
善
の
方
向
性

◆
A

I・
科
学
技
術
に
対
応
で
き
る
教
員
の
育
成

•
教

員
自

身
の

A
I活

用
力

・
探

究
指

導
力

の
重

点
化

。

•
任

意
研

修
団

体
・
学

会
・大

学
院

・産
業

界
と

連
携

し
た

教
員

養
成

・
研

修
の

充
実

。

◆
現
職
教
員
の
リ
・
ス
キ
リ
ン
グ

•
A

I、
先

端
科

学
、
キ

ャ
リ

ア
教

育
等

の
研

修
を

国
主

導
で

体
系

化
。

•
教
員
の
能
力
向
上
＝
生
徒
の
将
来
所
得
向
上
に
直
結
す
る
公
共
投
資
。

◆
定
数
改
善

&
 外
部
人
材
配
置

•
探

究
・
選

択
科

目
・
個

別
最

適
化

に
必

要
な

教
員

定
数

の
確

保
。

•
研

究
者

・
技

術
者

・
企

業
人

材
を

学
校

に
常

設
配

置
・巡

回
配

置
す

る
新

た
な

「
教

育
チ

ー
ム

」
モ

デ
ル

。
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３
．
学
校
設
備
・I

C
T
環
境
整
備
の
重
点

◆
次
世
代
教
育
基
盤
施
設
設
備
（
A

Iラ
ボ
・S

T
E

A
M
ス
タ
ジ
オ
等
）
の
整
備

•
生

徒
が

高
度

学
習

に
挑

戦
で

き
る

環
境

整
備

は
、

地
域
の
科
学
技
術
力
と
産
業
競
争
力
の
強
化
に
直
結
。

◆
IC

T
環
境
の
安
定
財
源
化

•
全

国
ど

こ
で

も
同

水
準

の
デ

ジ
タ

ル
学

習
を

可
能

に
し

、
地

域
間

の
所

得
格

差
を

是
正

。

◆
教
育
コ
ン
テ
ン
ツ
配
信
・共
有
拠
点
の
整
備

•
公

立
高

校
の

遠
隔

地
教

育
を

支
え

、
ア

ー
カ

イ
ブ

教
育

資
産

の
蓄

積
を

図
る

セ
ン

タ
ー

校
の

整
備

。

◆
老
朽
化
対
策
・防
災
機
能
の
強
化

•
公

立
高

校
の

安
全

性
・
学

習
環

境
の

底
上

げ
。
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４
．
普
通
科
改
革
・
専
門
高
校
支
援

◆
普
通
科
の
特
色
化

•
「
A

I・
デ

ー
タ

」「
科

学
技

術
」「

地
域

創
生

」等
の

専
門

コ
ー

ス
化

や
教

科
横

断
的

な
学

び
で

、

稼
げ
る
力
（
労
働
市
場
価
値
）を
高
校
で
育
成
。

◆
専
門
高
校
へ
の
重
点
投
資

•
農

業
・
商

業
・
工

業
に

A
I活

用
・
起

業
教

育
を

導
入

。

•
地

域
産

業
の

競
争

力
向

上
、
人

材
定

着
に

直
結

。

◆
ア
ン
ト
レ
プ
レ
ナ
ー
シ
ッ
プ
教
育
・実
践
キ
ャ
リ
ア
教
育

•
高

校
段

階
で

事
業

計
画

・
会

計
・
マ

ー
ケ

テ
ィ

ン
グ

を
学

ぶ
体

制
整

備
。

•
若

年
層

の
起

業
家

精
神

を
育

成
し

、
地

域
の

新
た

な
雇

用
を

生
む

。
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５
．
地
方
の
エ
ッ
セ
ン
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
育
成

◆
地
域
拠
点
校
の
整
備
・充
実

•
教

育
・
医

療
・介

護
・保

育
・福

祉
・物

流
・運

輸
・
建

設
・公

共
サ

ー
ビ

ス
等

を

担
う

人
材

育
成

を
高

校
か

ら
体

系
化

。

•
地

域
の

生
活

イ
ン

フ
ラ

維
持

・
安

定
雇

用
に

直
結

す
る

分
野

と
し

て
重

視
。

•
地

理
的

ア
ク

セ
ス

・多
様

な
学

び
の

確
保

生
徒

を
主

語
に

し
た

学
校

規
模

・配
置

の
適

正
化

→
個

別
最

適
な

学
び

の
実

現

遠
隔

授
業

や
オ

ン
ラ

イ
ン

の
活

用
→

交
通

事
情

等
に

左
右

さ
れ

な
い

教
育

の
質

の
確

保

24



６
．
「
学
び
が
面
白
い
」学
校
づ
く
り
の
必
要
性

◆
学
習
指
導
要
領
を
中
心
に
学
び
を
デ
ザ
イ
ン

•
生

徒
・
教

員
双

方
が

学
び

を
楽

し
め

る
環

境
整

備
が

、

挑
戦
意
欲
・
創
造
性
を
高
め
、
結
果
と
し
て
個
人
所
得
・企
業
生
産
性
を
押
し
上
げ
る
。

•
安
定
的
な
財
源
を
基
に
経
常
的
で
一
定
規
模
の
予
算
措
置

。
予

算
が

定
ま

る
こ

と
で

計
画

が
具

現
化

。

→
予

算
規

模
が

定
ま

ら
な

け
れ

ば
具

体
的

な
計

画
が

立
案

で
き

な
い

。

•
予
算
執
行
に
関
し
て
は
、
柔
軟
性
を
維
持
。
執
行
縛
り
に
よ
り
計
画
実
現
に
支
障
が
生
じ
る
。

◆
理
系
人
材
の
育
成
は
単
に
理
数
系
進
学
者
育
成
に
と
ど
ま
ら
な
い

•
文

系
人

材
に

つ
い

て
も

理
数

的
な

素
養

を
備

え
た

、
技

術
と

社
会

を
結

び
付

け
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
ト

で
き

る
能

力
を

育
成

す
る

こ
と

が
不

可
欠
。
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７
．
キ
ー
と
な
る
メ
ッ
セ
ー
ジ

•
高
校
の
学
び
は
、
生
徒
の
将
来
の
自
己
実
現
に
よ
る
安
定
し
た
収
入
と
日
本
の
産
業
競
争
力
を

決
定
づ
け
る
国
家
的
投
資
で
あ
る
。

•
高

校
・
大

学
・
大

学
院

・産
業

界
が

一
体

と
な

り
、
教

育
投

資
が

社
会

に
還

元
さ

れ
る

「
人

へ
の

投
資

の
好

循
環

」
を

実
現

す
る

改
革

が
不

可
欠

で
あ

る
。

•
文

部
科

学
省

と
し

て
「教
育
が
充
実
す
れ
ば
日
本
が
豊
か
に
な
る

」
と

い
う

未
来

像
を

示
し

て
い

た
だ

き
、

国
民
と
現
場
が
ワ
ク
ワ
ク
す
る
ビ
ジ
ョ
ン
を
共
有
す
る
こ
と
が
重
要
。

•
高

校
教

育
改

革
は

一
朝

一
夕

に
は

い
か

な
い

。
い

わ
ゆ

る
高

校
無

償
化

等
を

契
機

に
高

校
自

身
も

本
気

で
主

体
的

な
変

革
を

す
る

覚
悟

。

•
根

源
的

に
高

校
教

育
改

革
を

や
り

遂
げ

る
た

め
に

は
、
基

金
に

よ
る

先
導

校
の

み
な

ら
ず

、
全
て
の
高
校
に

対
し
、
長
期
に
わ
た
っ
て
見
通
し
の
持
て
る
支
援
を
約
束
す
る
た
め
、
令
和

9
年
度
に
交
付
金
を
創
設
し
、

腰
を
据
え
た
中
長
期
的
な
支
援

を
お

願
い

し
た

い
。
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第２回 人材育成システム改革推進ＴＦ 提出資料

日本私立中学高等学校連合会

常任理事 長塚篤夫

○教育の質の向上策について

○公私の教育費比較について

○通信制高校の拡大について
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（例）学級あたり生徒数を少人数化*した場合のイメージ

現状：
40人学級

教員の負担軽減

少子化対応：
教育へのアクセスの確保
（教育の場の維持）

教育の質向上：
個別最適な学びの充実、
生徒の多様性に対応する、
きめ細やかな指導体制

教員の安定的確保

少人数化

学納金×減員数

公的補助×減員数

高等学校設置基準
第七条 同時に授業を受ける一学級の生徒数は、四十人以下とする。

*学級数・教員数は現状維持

少人数学級を実現するための学校に対する支援

減収

…

少人数学級実現後
の生徒数

減員数

現状の学則定員

学納金

公的補助

少人数学級実現にともなう補助金
相当額

約107万円
×

学則定員
減員数

約42万円

約65万円
授業料、施設整備費等

公私立問わず必要

○教育の質の向上策について
日本私立中学高等学校連合会
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; ;

S45 4,798 67 15 82

S50 4,946 70 18 88

S55 5,208 72 16 88

S60 5,453 68 18 86

H2 5,506 67 17 84

H7 5,501 68 25 93

H12 5,478 69 44 113

H17 5,418 76 99 175

H22 5,116 72 137 209

H27 4,939 77 160 237

R2 4,874 78 179 257

R3 4,856 77 183 260

R4 4,824 78 196 274

R5 4,791 78 211 289

R6 4,774 79 224 303

16

0

50,000

100,000
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200,000

250,000

300,000

350,000

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

12 20 3

S45 4,231,542 95,848 52,900 148,748

S50 4,333,079 95,674 46,125 141,799

S55 4,621,930 87,104 37,766 124,870

S60 5,177,681 86,282 46,362 132,644

H2 5,623,336 97,271 69,715 166,986

H7 4,724,945 97,330 56,653 153,983

H12 4,165,434 107,854 74,023 181,877

H17 3,605,242 93,770 89,748 183,518

H22 3,368,693 86,843 100,695 187,538

H27 3,319,114 66,702 113,691 180,393

R2 3,092,064 55,427 151,521 206,948

R3 3,008,172 53,880 164,509 218,389

R4 2,956,900 54,621 183,646 238,267

R5 2,918,501 57,437 207,537 264,974

R6 2,906,921 60,333 229,754 290,087

17
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視
点
３
一
人
一
人
の
多
様
な
学
習
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
教
育
機
会
・
ア
ク
セ
ス
の
確
保

に
つ
い
て

•
少
子
化
が
加
速
す
る
地
域
に
お
い
て
、
昨
今
、
魅
力
的
・
革
新
的
な
教
育
に
取
り
組
む
公
立
高
校
が
見
ら
れ
る

•
高
校
無
償
化
に
伴
っ
て
設
置
さ
れ
る
「
高
等
学
校
教
育
改
革
交
付
金
（
仮
称
）
」
を
活
用
し
、
地
域
唯
一
の
公
立
高
校
や
専
門
高
校
な
ど
の
魅
力
化

に
向
け
た
積
極
的
な
支
援
を
行
う
べ
き
。
地
方
創
生
の
観
点
か
ら
も
必
要
な
取
り
組
み
で
は
な
い
か

◆
こ
れ
か
ら
の
教
育
に
求
め
ら
れ
る
の
は
、
知
識
や
技
能
の
習
得
だ
け
で
な
く
、
主
体
性
・
創
造
性
・
協
働
性
を
核
と
す
る
総
合
的
な
能
力
を
備
え
た

「
価
値
創
造
人
材
」
の
育
成
。
そ
の
た
め
に
は
、
個
の
主
体
性
を
尊
重
し
、
多
様
性
を
育
む
教
育
環
境
を
社
会
全
体
で
整
え
て
い
く
必
要

基
本
的
な
考
え
方

 ：
 「
価
値
創
造
人
材
」の
育
成
が
重
要

視
点
１
  

A
Iに
代
替
さ
れ
な
い
能
力
や
個
性
の
伸
長

  
に
つ
い
て

•
問
題
発
見
・
解
決
能
力
、
他
者
と
協
働
す
る
能
力
、
主
体
性
の
涵
養
な
ど
は
、
価
値
創
造
人
材
を
育
成
す
る
う
え
で
不
可
欠

•
取
組
の
方
向
性
に
挙
げ
ら
れ
て
い
る
教
育
課
程
の
柔
軟
化
や
大
学
改
革
（
出
口
に
お
け
る
質
保
証
）
な
ど
に
加
え
、
「
総
合
的
な
探
究
の
時
間
」
の

充
実
を
図
る
べ
き
。
自
ら
問
い
を
立
て
、
解
決
策
を
検
討
し
、
発
表
を
通
じ
て
賛
同
を
求
め
る
経
験
を
高
め
る
た
め
、
教
員
以
外
の
視
点
か
ら
の

指
導
・
助
言
な
ど
を
積
極
的
に
活
用
し
て
い
く
べ
き

視
点
２

  
我
が
国
の
経
済
・
社
会
の
発
展
を
支
え
る
人
材
育
成

  
に
つ
い
て

•
従
来
の
進
路
選
択
の
見
方
が
妥
当
し
な
く
な
る
と
の
危
機
意
識
の
共
有
が
重
要

•
自
ら
の
キ
ャ
リ
ア
を
構
想
し
て
行
動
・
挑
戦
す
る
力
を
促
す
に
は
、
進
路
指
導
だ
け
で
な
く
、
企
業
な
ど
社
会
と
の
接
点
を
教
育
に
組
み
込
む
べ
き

•
専
門
高
校
の
機
能
強
化
に
あ
た
っ
て
は
、
老
朽
化
し
た
実
習
機
材
の
更
新
を
急
ぎ
、
実
社
会
・
産
業
現
場
と
直
結
し
た
学
習
環
境
を
整
備
す
べ
き

経
済
同
友
会

高
校
教
育
改
革
に
関
す
る
基
本
方
針
（グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
（仮
称
））
骨
子
（案
）に
対
す
る
意
見

2
0

2
5

.1
2

.2
3

  
第
２
回
人
材
育
成
シ
ス
テ
ム
改
革
推
進
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
提
出
資
料

※
経
済
同
友
会
「
価
値
創
造
人
材
の
育
成
に
向
け
た
教
育
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
（
E

X
）
 ～
個
の
主
体
性
を
尊
重
し
多
様
性
を
育
て
る
教
育
と
そ
れ
を
支
え
る
社
会
環
境
の
整
備
～
」
（
2

0
2

3
.４

.５
公
表
）
よ
り
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企
業
経
営
者
に
よ
る
「出
張
授
業
」
の
実
践

•
「
活
力
あ
る

2
1
世
紀
の
日
本
社
会
を
支
え
て
い
く
人
材
の
育
成
・
教
育
」
の
た
め
に
、
１
９
９
９
年
度
よ
り
中
学
生
・
高
校
生
を
主
な
対
象
と
し
て
、

経
営
者
が
“
働
く
こ
と
の
意
義
”
 な
ど
を
伝
え
る
出
張
授
業
に
取
り
組
ん
で
い
る
（
昨
年
度
末
ま
で
に
累
計
約

2
,4

4
0
件
の
授
業
を
実
施
）

•
中
学
生
・
高
校
生
だ
け
で
な
く
、
経
済
社
会
や
雇
用
・
労
働
環
境
、
求
め
ら
れ
る
ス
キ
ル
の
変
化
な
ど
を
伝
え
る
た
め
、
教
員
や

P
T

A
に
対
す
る

講
演
会
・
研
修
な
ど
も
実
施
し
て
い
る

そ
の
他
の
活
動
の
例

•
高
等
専
門
学
校
と
の
連
携
と
し
て
、
２
０
２
５
年
度
に
は
、
木
更
津
高
専
で
正
課
プ
ロ
グ
ラ
ム
「
高
専
キ
ャ
リ
ア
ラ
ボ
」
（
全
学
年
対
象
）
に
お
い
て

本
会
会
員
の
企
業
経
営
者
５
名
が
講
演
を
実
施

•
大
学
生
の
キ
ャ
リ
ア
形
成
支
援
と
し
て
、
昨
年
度
よ
り
経
営
者
と
大
学
生
が
車
座
で
職
業
観
な
ど
を
語
る
「
未
来
共
創
フ
ォ
ー
ラ
ム
」
を
開
始

被
災
し
た
専
門
高
校
の
実
習
環
境
改
善

•
震
災
で
被
害
を
受
け
た
専
門
高
校
に
実
習
機
材
を
支
援
す
る
“
IP

P
O

IP
P

O
N

IP
P

O
N
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
”
を
２
０
１
１
年
度
よ
り
実
施
。

東
日
本
大
震
災
（
岩
手
・
宮
城
・
福
島
）
、
熊
本
地
震
、
能
登
半
島
地
震
で
被
災
し
た
専
門
高
校
に
、
企
業
現
場
で
も
使
用
さ
れ
て
い
る
各
種
実
習

機
材
を
寄
贈

参
考
資
料
：教
育
分
野
に
お
け
る
経
済
同
友
会
の
実
践
活
動
の
紹
介

「
総
合
的
な
探
究
の
時
間
」
へ
の
サ
ポ
ー
ト

•
２
０
２
４
・
２
５
年
度
に
、
福
岡
県
立
八
女
高
校
の
探
求
型
学
習
「
ち
き
ゅ
う
み
ら
い
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
へ
の
伴
走
支
援
を
実
施
。
経
営
者
が
生
徒
の

助
言
役
と
な
り
、
教
員
と
は
異
な
る
企
業
現
場
・
社
会
人
の
目
線
か
ら
生
徒
の
自
主
的
な
探
求
を
サ
ポ
ー
ト
。

•
２
５
年
度
に
は
、
「
島
留
学
」
の
視
察
を
契
機
に
、
オ
ン
ラ
イ
ン
で
の
島
根
県
立
隠
岐
島
前
高
校
の
生
徒
た
ち
と
経
営
者
の
対
話
を
ス
タ
ー
ト
。
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1
１
．
地
域
に
お
け
る
人
材
不
足
／
地
域
産
業
等
に
必
要
な
人
材
の
需
給
ミ
ス
マ
ッ
チ

＜
中
小
企
業
の
人
手
不
足
の
状
況
＞

地
域
に
お
け
る
人
手
不
足
が
深
刻
化


人
手
不
足
と
の
回
答
が
６
割
超
（
63
.0
％
）
、
運
輸
業
（
8
3
.3
％
）
、
建
設
業
（
7
9
.
2％
）
で
約
８
割

※
以
下
参
照


人
手
不
足
企
業
の
６
割
超
（
6
5
.5
％
）
が
「
非
常
に
深
刻
（
廃
業
の
恐
れ
）
」
ま
た
は
「
深
刻
（
事
業
継
続
に
支
障
の
恐
れ
）
」

地
域
産
業
等
に
必
要
な
人
材
の
需
給
ミ
ス
マ
ッ
チ


財
務
省
「
各
地
域
に
お
け
る
企
業
業
績
と
雇
用
等
の
動
向
」
（
2
0
2
1
年
）
で
は
、

中
長
期
的
に
人
手
不
足
が
見
込
ま
れ
る
職
種
と
し
て
、
現
場
の
技
能
技
術
者
、
専
門
人
材
、

中
核
人
材
（
経
営
人
材
、
国
際
人
材
、
研
究
開
発
用
を
支
え
る
高
度
人
材
、
Ｉ
Ｔ
人
材
）
が
不
足
す
る
と
指
摘
。

（
出
典
）
日
本
・
東
京
商
工
会
議
所
「
人
手
不
足
の
状
況
お
よ
び
多
様
な
人
材
の
活
躍
等
に
関
す
る
調
査
」
調
査
結
果
（
20
24
年
9月
）
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2
２
．
学
校
や
行
政
等
か
ら
の
依
頼
状
況
／
各
地
商
工
会
議
所
の
取
組
み

（
出
典
）
上
下
と
も
：
20
24
年
度
「
教
育
支
援
・
協
力
活
動
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
」
結
果

（
日
本
商
工
会
議
所
）

商
工
会
議
所
へ
の
教
育
関
連
の
協
力
依
頼
状
況

■
協
力
依
頼
を
受
け
た
商
工
会
議
所
の
割
合
（
2
1
年
度
比
）

・
小
・
中
学
校
、
高
校
か
ら
は
増
加

・
大
学
か
ら
は
横
ば
い

・
都
道
府
県
や
市
区
町
村
、
教
育
委
員
会
か
ら
は
増
加

【
高
校
と
の
取
組
み
】

【
大
学
と
の
取
組
み
】

商
工
会
議
所
の
高
校
や
大
学
と
の
連
携
状
況

■
高
校
と
の
取
組
み
は
、
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
・

職
場
体
験
、
地
域
や
地
元
企
業
と
の
交
流
会
な
ど

■
大
学
と
の
取
組
は
、
連
携
協
定
や
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム

へ
の
参
画
が
多
く
、
キ
ャ
リ
ア
教
育
が
そ
れ
に
続
く

教
育
支
援
の
依
頼
を
受
け
た

商
工
会
議
所
の
割
合
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3
（
参
考
）
各
地
商
工
会
議
所
の
取
組
み
例
【
小
学
校
・
中
学
校
・
小
中
高
一
貫
】

取
組
み
④
子
供
の
育
成
に
地
域
総
が
か
り
【
小
中
高
一
貫
】

取
組
み
③
地
域
課
題
解
決
へ
生
徒
が
自
走
も

【
小
中
高
一
貫
】

企
業
か
ら
課
題
を
聞
き
、
解
決
策
を
検
討

取
組
み
②
地
域
一
体
で
の
キ
ャ
リ
ア
教
育

【
中
学
校
】

取
組
み
①
地
場
産
業
を
活
か
す
プ
ロ
グ
ラ
ム
【
小
学
校
】

生
徒
に
よ
る
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
記
事

瀬
戸
焼
の
器
を
作
る
生
徒
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4
（
参
考
）
各
地
商
工
会
議
所
の
取
組
み
例
【
高
校
・
大
学
・
社
会
】

ベ
テ
ラ
ン
社
員
が
生
徒
に
手
順
を

伝
え
る

取
組
み
⑥
30
年
続
く
支
援
、
創
業
事
例
も
【
高
校
（
専
門
高
校
）
】

取
組
み
⑦
地
域
産
業
界
が
育
成
フ
ィ
ー
ル
ド
【
大
学
】

出
典
：
三
条
市
立
大
学
H
P

（
㈱
玉
川
堂
で
の
実
習
風
景
、

キ
ャ
ン
パ
ス
）

取
組
み
⑧
親
子
で
深
め
る
地
域
へ
の
理
解

【
社
会
】

取
組
み
⑤
産
業
現
場
で
学
ぶ
実
習
研
修
【
高
校
（
専
門
高
校
）
】

地
元
産
業
を
学
ぶ
生
徒
た
ち

出
展
：
彦
根
工
業
高
校
H
P
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5
（
参
考
）
各
地
商
工
会
議
所
の
取
組
み
例
【
大
学
等
と
の
産
業
人
材
育
成
】

   

    

   

 
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地
域
は
人
手
不
足
、
地
域
が
必
要
と
す
る
人
材
・
能
力
は
何
か
？

地
域
に
残
り
た
い
・
戻
り
た
い
と
思
え
る
教
育
を
い
か
に
行
う
か
？

社
会
で
活
躍

6
３
．
地
域
ニ
ー
ズ
に
合
わ
せ
た
人
材
育
成
へ
の
商
工
会
議
所
の
考
え
方

小
学
校
・中
学
校

高
等
学
校
・専
門
高
校

大
学
・高
専

【
地
域
か
ら
の
期
待
】


地
域
へ
の
理
解
・
愛
着


生
き
る
力
の
育
成


地
域
の
誇
り
と
自
信
の
醸
成

【
重
要
な
取
組
み
】

・
キ
ャ
リ
ア
教
育
・
進
路
指
導

総
合
的
な
学
習
（
探
究
）

【
地
域
か
ら
の
期
待
】


地
域
資
源
を
活
用
し
た
学
び


地
元
進
学
・
就
職
、
実
業
教
育

【
重
要
な
取
組
み
】

・
高
校
無
償
化
に
伴
う
公
立
離
れ
、

学
力
低
下
、
格
差
拡
大
へ
の
対
応

・
都
市
部
学
生
、
外
国
人
学
生
の

地
域
留
学

・
（
地
元
企
業
等
に
お
け
る
）

卒
業
後
の
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
提
示

【
地
域
か
ら
の
期
待
】


将
来
の
日
本
や
地
域
を
支
え
る
人
材
の
育
成
・
輩
出


変
化
す
る
ニ
ー
ズ
に
主
体
的
に
対
応
す
る
能
力
強
化


地
域
の
生
徒
の
地
元
進
学


学
び
直
し
・
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
の
場
の
提
供
（
新
成
⾧
分
野
等
）

【
重
要
な
取
組
み
】

・
地
域
人
材
を
扱
う
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
実
効
性
向
上

－
商
工
会
議
所
は
じ
め
産
学
官
な
ど
地
域
の
多
様
な
主
体
の
参
画

－
地
域
課
題
解
決
（
学
科
改
編
、
産
学
官
連
携
の
ビ
ジ
ネ
ス
化
等
）

・
（
地
元
企
業
等
に
お
け
る
）
卒
業
後
の
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
提
示

接
続

学
び
直
し

初
等
・
中
等
教
育
⇔
高
等
教
育
⇔
社
会
が
連
動
し
た
地
域
人
材
育
成

地
域
人
材
育
成
へ
の

改
革
推
進
の
ポ
イ
ン
ト


地
域
関
係
者
の
共
感

（
産
業
界
、
教
育
界
等

の
連
携
と
協
力
体
制
）


親
と
子
供
の
理
解

（
偏
差
値
重
視
で
な
く
、

各
校
の
特
⾧
を
理
解
）


国
・
県
・
市
等
の
連
携
、

役
割
分
担


外
国
人
と
の
共
生
推
進

【高
校
改
革
に
必
要
な
視
点
】

高
校
無
償
化
を
機
に
質
の
向
上
を
図
る


普
通
科
高
校
改
革
（
理
数
強
化
）

※
科
学
・
技
術
等
に
強
い
人
材
育
成


地
域
唯
一
の
高
校
の
魅
力
化

※
地
域
に
共
感
を
持
つ
人
材
育
成


専
門
高
校
の
機
能
強
化

※
地
域
産
業
を
支
え
る
人
材
育
成


偏
差
値
軸
で
は
な
い
評
価
基
準

【大
学
改
革
に
必
要
な
視
点
】

地
域
の
「
知
の
拠
点
」
と
し
て
の
存
在
価
値


目
的
の
明
確
化
と
自
律
的
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

・
世
界
最
高
水
準
の
研
究
大
学

・
地
域
の
中
核
・
特
色
あ
る
大
学

・
高
専
な
ど
専
門
ス
キ
ル
習
得
支
援


産
学
官
連
携
・
地
域
課
題
解
決
の
取
組
み

・
地
域
各
部
な
ど
地
域
貢
献
へ
の
評
価

・
大
学
等
が
有
す
る
施
設
の
有
効
活
用

教
育
界
と
産
業
界
等
を
繋
ぐ
仕
組
み
づ
くり
、
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
機
能
強
化
が
重
要

接
続

接
続

課
題

地
域
の
産
学
官
等
、
多
様
な
主
体
が
集
ま
る

人
材
プ
ラ
ット
フ
ォ
ー
ム
の
基
盤
整
備
が
急
務
。

各
地
商
工
会
議
所
の
参
画
・協
力
が
重
要
!

接
続
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7
４
．
人
材
育
成
シ
ス
テ
ム
改
革
へ
の
意
見

１
．
産
業
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
人
材
育
成
に
向
け
た
、
教
育
戦
略
策
定
と
予
算
拡
充
が
必
要


地
域
の
多
様
な
主
体
が
参
画
す
る
文
科
省
の
「
地
域
構
想
推
進
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
」
等
の
取
組
み
に
期
待
。

実
効
性
の
あ
る
形
で
運
営
さ
れ
て
い
る
事
例
も
あ
り
、
商
工
会
議
所
も
積
極
的
に
参
画
す
る
。

地
域
の
産
業
構
造
・
特
色
に
沿
っ
て
、
地
域
で
必
要
な
人
材
像
や
ス
キ
ル
等
を
共
有
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
。


地
域
人
材
の
確
保
・
育
成
に
関
す
る
課
題
は
相
互
に
関
連
し
て
い
る
。
人
材
育
成
、
雇
用
、
産
学
官
連
携
等
、

目
的
ご
と
に
異
な
る
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
が
地
域
に
複
数
設
置
さ
れ
る
と
、
地
域
関
係
者
の
負
担
が
増
え
る
。

費
用
対
効
果
も
踏
ま
え
、
必
要
に
応
じ
て
各
府
省
庁
の
事
業
や
予
算
を
合
体
し
、
各
地
域
に
お
け
る
最
適
な

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
設
置
を
推
進
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
。


教
育
政
策
は
、
中
長
期
的
に
費
用
対
効
果
の
高
い
公
共
政
策
か
つ
成
長
戦
略
。

科
学
技
術
予
算
含
め
教
育
予
算
の
削
減
が
地
域
の
疲
弊
や
生
産
性
低
下
の
一
因
。
教
育
予
算
の
拡
充
が
必
要
。


「
強
い
日
本
、
未
来
の
成
長
の
基
盤
と
な
る
人
材
育
成
」
で
提
起
さ
れ
て
い
る
と
お
り
、
環
境
変
化
に
対
応

し
、
新
た
な
価
値
創
造
や
生
産
性
向
上
を
実
現
す
る
、
地
域
産
業
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
人
材
の
育
成
は
急
務
。


初
等
中
等
か
ら
高
等
教
育
、
社
会
に
出
た
後
の
学
び
直
し
ま
で
一
貫
し
た
戦
略
的
な
地
域
人
材
育
成
が
必
要
。

特
に
、
産
業
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
人
材
に
は
、
実
践
的
な
職
業
教
育
が
有
効
で
あ
り
、
地
元
経
済
界
の
協
力
が

不
可
欠
。
産
業
界
と
教
育
界
の
連
携
を
形
骸
化
さ
せ
な
い
た
め
に
は
、
産
学
を
つ
な
ぐ
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

の
確
保
・
育
成
が
必
要
。

２
．
多
様
な
主
体
が
参
画
す
る
、
地
域
人
材
育
成
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
実
効
性
確
保
が
必
要

商
工
会
議
所
は
今
後
も
地
域
の
状
況
に
応
じ
て
取
組
み
を
推
進
し
て
い
く
。
政
府
に
も
以
下
の
対
策
を
求
め
た
い
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8
４
．
人
材
育
成
シ
ス
テ
ム
改
革
へ
の
意
見
（
つ
づ
き
）

３
．
地
域
人
材
の
育
成
に
は
、
地
域
へ
の
理
解
・
愛
着
増
進
に
加
え
、

親
・
教
師
の
地
域
観
・
キ
ャ
リ
ア
観
の
更
新
（
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
）
が
必
要


高
校
教
育
改
革
に
関
す
る
基
本
方
針
（
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
）
で
は
、
以
下
の
改
革
に
注
力
さ
れ
た
い
。

◆
普
通
科
高
校
改
革

＝
理
数
強
化
、
科
学
・
技
術
等
に
強
い
人
材
育
成

◆
地
域
の
高
校
の
魅
力
化
＝
地
域
に
共
感
を
持
つ
人
材
育
成

◆
専
門
高
校
の
機
能
強
化
＝
地
域
産
業
を
支
え
る
人
材
育
成

柔
軟
な
科
目
の
組
み
換
え
を
可
能
に
す
る
な
ど
、
地
域
ニ
ー
ズ
に
即
し
た
形
で
進
め
る
こ
と
が
重
要
。


高
校
の
質
向
上
の
実
効
性
を
高
め
る
に
は
、
高
大
接
続
を
意
識
し
た
一
貫
し
た
教
育
改
革
・
大
学
の
質
保
証

が
必
要
。
現
在
の
大
学
入
試
制
度
・
大
学
評
価
は
偏
差
値
重
視
で
あ
り
、
多
様
な
学
び
や
資
質
が
十
分
に
評

価
さ
れ
て
い
な
い
。
探
求
学
習
や
課
外
活
動
等
の
学
び
の
形
や
、
自
分
で
考
え
る
力
、
人
間
力
と
い
っ
た
資

質
を
大
学
に
お
い
て
多
面
的
に
評
価
す
る
仕
組
み
の
構
築
に
よ
り
、
高
校
で
の
教
育
の
充
実
が
可
能
と
な
る
。


地
域
人
材
の
育
成
に
は
、
地
域
の
資
源
や
強
み
、
地
域
を
支
え
る
企
業
等
を
認
識
し
て
も
ら
う
こ
と
が
重
要
。

産
業
界
と
の
連
携
に
よ
る
体
験
的
な
学
び
の
強
化
が
必
要
。
義
務
教
育
段
階
か
ら
取
組
む
べ
き
。


義
務
教
育
段
階
か
ら
、
生
き
る
力
、
未
来
を
切
り
開
く
力
を
育
成
す
る
、
ア
ン
ト
レ
プ
レ
ナ
ー
シ
ッ
プ
教
育

等
に
注
力
し
、
子
ど
も
も
親
も
偏
差
値
だ
け
で
進
学
先
を
判
断
す
る
の
で
は
な
く
、
各
学
校
の
特
性
（
将
来

の
仕
事
を
見
据
え
た
学
習
内
容
等
）
で
判
断
で
き
る
環
境
と
意
識
醸
成
を
図
り
、
よ
り
開
か
れ
た
進
路
選
択

を
可
能
と
す
べ
き
。


専
門
高
校
や
高
等
専
門
学
校
、
大
学
等
か
ら
地
元
就
職
す
る
者
に
対
し
、
具
体
的
な
処
遇
や
キ
ャ
リ
ア
パ
ス

の
提
示
等
を
前
述
の
「
地
域
構
想
推
進
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
」
等
で
検
討
し
て
い
く
こ
と
が
望
ま
れ
る
。

４
．
高
校
無
償
化
を
機
に
、
高
校
教
育
の
質
の
向
上
を
推
進
す
べ
き
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9
（
参
考
）
教
育
に
係
る
日
商
要
望
（
経
済
対
策
要
望
等
）

「
高
市
内
閣
に
望
む
」
（
20
25
年
11
月
17
日
）

○
国
民
・
企
業
を
支
え
る
社
会
基
盤
の
整
備

・
産
業
人
材
育
成
に
向
け
た
各
地
域
の
産
学
官
人
材
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
基
盤
整
備
と
、
地
域
に
必
要
な
人
材
輩
出
に

資
す
る
大
学
や
高
専
、
専
門
高
校
等
の
機
能
強
化

「
新
た
な
総
合
経
済
対
策
に
関
す
る
要
望
」
（
20
25
年
11
月
12
日
）

○
地
域
に
お
け
る
多
様
な
人
材
の
活
躍
と
働
く
場
の
創
出

・
地
域
人
材
の
確
保
・
育
成
・
定
着
に
向
け
た
、
地
域
の
人
事
部
等
地
域
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
構
築
・
自
走
支
援

・
外
国
人
材
に
対
す
る
日
本
語
教
育
や
生
活
支
援
の
充
実
、
住
民
と
の
交
流
促
進
等
、
地
域
に
お
け
る
共
生
社
会
の
実
現

に
向
け
た
取
組
み
に
対
す
る
支
援

・
産
業
界
と
大
学
等
と
の
連
携
に
よ
る
産
業
人
材
育
成
、
地
域
に
必
要
な
公
立
高
校
（
特
に
専
門
高
校
）
等
の
高
度
化

・
機
能
強
化
と
教
育
環
境
整
備
、
教
育
機
関
の
地
域
に
お
け
る
共
創
拠
点
化
に
向
け
た
施
設
整
備
等
の
推
進

・
地
域
人
材
輩
出
へ
の
産
学
官
連
携
強
化
（
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
育
成
・
配
置
、
連
携
拠
点
機
能
の
整
備
等
）

・
地
域
産
業
や
企
業
ニ
ー
ズ
に
即
し
た
、
理
工
・
デ
ジ
タ
ル
人
材
や
エ
ッ
セ
ン
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
等
の
育
成
に
向
け
た
、

官
民
協
働
に
よ
る
初
等
中
等
か
ら
高
等
教
育
ま
で
一
貫
し
た
戦
略
的
教
育
改
革
の
推
進

・
公
立
高
等
専
門
学
校
の
設
置
促
進
、
高
校
・
大
学
等
に
お
け
る
文
理
融
合
教
育
や
理
系
転
換
推
進

○
地
域
経
済
を
支
え
る
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
の
持
続
的
発
展
に
向
け
た
ビ
ジ
ネ
ス
環
境
整
備

・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
の
根
幹
を
支
え
る
基
礎
研
究
力
の
向
上
に
向
け
た
科
学
技
術
予
算
の
拡
充

・
地
域
の
人
材
育
成
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
の
拠
点
と
し
て
改
革
を
進
め
る
大
学
等
に
対
す
る
運
営
費
交
付
金
の
拡
充
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高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン）の骨子 

に対する意見について 

全国知事会 文教・スポーツ常任委員会委員長 

愛知県知事 大村秀章 

１ 新たに創設される「交付金」による支援について 

○ 取組の基本として、「専門高校の機能強化・高度化」「普通科改革を通

じた高校の特色化・魅力化」「地理的アクセス・多様な学びの保障」が掲

げられたことは評価 

○ 安定した財源を確保の上、交付金による支援が確実に実行されること

を要望 

○ グランドデザインを踏まえ都道府県が策定する「実行計画」は、過度

な事務負担や煩雑な手続きによる取組の遅れが生じないよう、既存の再

編整備計画の活用など、柔軟な対応を要望 

２ 交付金の創設に先立って実施される「基金」による支援について 

○ 緊急かつ重要な取組に対する先行的な支援のために、約 3,000億円の

予算が確保されることは評価 

○ 各都道府県では、基金条例の設置、予算の承認など、臨時の手続きを

至急進める必要があるため、丁寧かつ速やかな情報提供を要望 

３ 高校教育における個人支援の拡充について 

○ 一日も早く具体的な制度設計を明示し、国が責任をもって財源を確保

するよう要望 
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高校教育改革に関する意見 

公益社団法人日本PTA 全国協議会 

１経済格差への対応 

すべての高校生が家庭の経済状況に左右されることなく、安心して学びを深められる環境の確保

が不可欠であると考えます。ICT 端末や教材購入費等における保護者負担が極力生じないよう配慮

いただくとともに、家庭の通信環境の差によって学習格差が生じることのないよう、環境整備の一

層の充実をお願いいたします。 

２地域間格差への対応 

すべての高校生が、居住地域に関わらず多様な学びを享受できるよう、オンライン授業の活用や

学校設備の充実などを通して、人口減少地域においての高校でも都市部と同等の教育機会が確保さ

れる体制整備をお願いいたします。 

３学校と家庭の協働を高める仕組み 

高校教育改革を効果的に進めるためには、学校と家庭との連携が不可欠です。保護者の知識や経

験を学校教育に活かす観点からも、PTA との協働が一層推進される仕組みづくりをお願いいたしま

す。 

４丁寧な情報提供 

教育内容や制度が複雑化していく中、小学校・中学校の保護者が高校教育改革の内容の正確な情

報を得ることができない場合、学校と家庭の連携体制の弱体化や、保護者の学校教育への不信や誤

解を招く恐れがあります。中学校での進路指導の段階から、本改革の趣旨や変更点が分かりやすく

反映され、学校から各家庭へ丁寧かつ的確な情報提供が行われるよう、関係機関の連携強化お願い

いたします。 

５多様な困難を抱える家庭への支援 

いじめ・不登校の増加に対し、学校と地域・家庭において早期発見・早期支援の仕組みを強化す

る必要があります。また、不登校やヤングケアラーなど多様な困難を抱える家庭への支援が教育政

策の中で重要な位置付けとなるようお願いいたします。併せて、不登校の児童生徒が将来の進学や

進路選択において不利益を被ることのないよう、学びの継続を支える多様な教育機会の整備や、進

学に向けた個別的な支援の充実を求めます。さらに、家庭の経済状況により必要な支援が受けられ

ないことのないよう、経済的負担を軽減する施策の拡充についてもご検討くださいますようお願い

いたします。 
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６．進路決定の柔軟性の確保 

中学校卒業時点で進路がある程度決まってしまう現状により、生徒・保護者が将来の可能性を十

分に広げられないことを懸念しています。高校在学中においても、生徒の興味・関心の変化に応じ

て進路を見直しやすくするなど、公立高校におけるより弾力的な進路変更の仕組みや支援体制の整

備をお願いいたします。とくに、専門学科における高大連携を一層推進し、確実な大学進学枠を確

保していただきたいと考えます。これにより、生徒が普通科にこだわることなく、専門的な知識・

技能を身に付けながら、多様な進路を選択できる環境が整うことを求めます。 

７．中高一貫校からの進路変更や公私間移動への配慮 

私立中学校では中高一貫教育が一般的であり、その結果、公立高校への進学が実質的に難しくな

る場合があります。生徒の進路選択の幅が狭まらないよう、公私間の移動をしやすくする制度的配

慮について検討をお願いいたします。また、公立高校で進められている高大連携の機会について、

公私間で不均衡が生じないよう、教育機会の公平性に十分配慮いただきますようお願いいたしま

す。 
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「人材育成システム改革推進タスクフォース」高校改革に関する意見 

全国町村会 

高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン（仮称））骨子（案）に

おける、「２．高校改革の方向性～2040年に向けた高校の姿～（３）〈視点

３〉一人一人の多様な学習ニーズに対応した教育機会・アクセスの確保（実現

するための取組の方向性）「生徒の地理的アクセスに留意しつつ一定規模の確

保、小規模校を含む学校間連携や遠隔授業の推進」」および、「３．高校教育

の充実に向けた支援（１）グランドデザインの中核となる高校支援（交付金の

対象となる取組及び留意点等）③地理的アクセス・多様な学びの確保「学校規

模・配置の適正化、学校間連携や遠隔授業の促進等」」について、下記のとお

り、意見を提出いたします。 

記 

町村部に立地する公立高校は、教育機会の確保のみならず、地域社会の維

持・活性化においても極めて重要な役割を担っている。 

しかしながら、骨子（案）にある「一定規模の確保」や「学校規模・配置

の適正化」の考え方は、その運用によっては、少人数規模の高校の統廃合を

加速させる懸念もある。 

地域から高校が消失することは、子どもや若年層の地域外流出を招き、ま

た各自治体が推進する移住定住施策にも影響を及ぼしかねないので、持続的

に存続することを念頭に、生徒や家庭にとって魅力ある進学先となるよう、

総合的に検討願いたい。 

参考：令和７年度全国町村長大会要望 

いわゆる高校無償化については、公立高校離れや都市部と地方部の地域間格

差の拡大などが懸念されることから、公立高校への支援の拡充を行うこと。 

あわせて、公立高校が持続的に存続し、生徒や家庭にとって魅力ある進学先

となるよう、教育内容や経済的支援の在り方を総合的に検討すること。 
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高校教育改革に関する基本（グランドデザイン（仮称））骨子（案）への意見 

全日本中学校長会 

１ 高校改革の方向性に関する提言 

（１）AIに代替されない能力や個性の伸長 

・探究的・文理横断・実践的な学びの前提として、言語能力・情報活用能力等の学習の基盤となる資質・

能力の育成を重視すること。

・自己理解・自己肯定感・自己効力感を育む学習機会を保障し、小さな成功体験を積み重ねられる教育を

推進すること。 

・中学校の探究的学びが高校で円滑に発展するよう、中高連携を制度的に整備すること。

・高校入試の多面的評価については、公平性・透明性を担保した評価基準と制度設計を行うこと。

（２）社会・経済の発展を支える人材育成 

・専門高校の機能強化や理数・DX人材育成にあたっては、中学生の選択肢を狭めない配慮を行うこと。

・普通科教育の質の向上を通じ、学び続ける力や強みを見出す力の育成を重視すること。

・中学校段階から地域・産業界等と関わる機会を確保する中高連携の仕組みを構築すること。

・理数・DX／AI 分野への関心喚起のため、中学校における体験的学習を一層充実させ、高校との接続を

明確にすること。

・学科再編等の情報を中学校と早期に共有し、進路選択の混乱を防ぐこと。

・中学校で培った専門性を高校で伸ばせるよう、新たな選抜・接続制度を整備すること。

・エリート層への投資に偏ることなく、高校教育全体の質の底上げと教育予算の充実を図ること。

（３）多様な学習ニーズへの対応 

・人口減少地域における高校教育の維持について、都道府県単位で中長期的に検討すること。

・通信制高校について、量的拡大に加え、社会性を育む学習の質を確保すること。

・不登校生徒等の円滑な中高移行を支える個別情報引継ぎ体制を構築すること。

・小規模校化への対応としての遠隔授業・通信制の活用は重要であるが、これまで高校の果たしてきた社

会性涵養の機能を踏まえ、適切な規模の生徒数を確保しつつ統廃合の促進も重要な視点である。 

・高校配置・統廃合の検討に際し、中学校との早期協議と通学支援を行うこと。

２ 高校教育の充実に向けた支援に関する提言 

（１）高校支援の在り方 

・高校改革促進基金の成果が中学校段階の進路指導に還元される仕組みを明確にすること。

・公立高校が多様なニーズに応えられるよう、財政支援の重点化を一層進めること。

・専門高校の機能強化に向け、公立高校への重点的配分を行うこと。

・設置・拡充にあたっては、通学負担や教育条件格差を含め慎重に検討すること。

（２）個人支援の拡充 

・低中所得層支援について、学びへの活用を担保する仕組みと検証機能を強化すること。

・申請手続のデジタル化に際し、中高間の情報連携を整備し事務負担を軽減すること。

統廃合に伴う遠距離通学生・下宿生への経済的・生活支援を充実させること。

以 上 
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定時制通信制の教育に対する希望的意見 

（公財）全国高等学校定時制通信制教育振興会  会 長  石曾根 誠一 

定時制：令和７年度の学校数は６１３校、生徒数 ７２，１９１名 

通信制：令和７年度の学校数は３０３校、生徒数２９０，０８７名 

定時制の多くは公立高校で生徒数は減少し、通信制高の多くは資産家の投資で設立され

た大規模私立高校が多い。通信制の生徒が今後も増加すると考えられる事は、入学試験も

なく、通学も自由であり、高額の授業料を支払い、試験でなくレポートのみで殆どが卒業

できることである。一部の生徒は卒業後の目的を持つが、大多数は高校卒の資格取得のみ

であると考えられる。生徒は高額の授業料を支払うが経営者は本財団のような会への加入

はない。 

１ 三位一体予算から高等学校関係の予算を文部科学省に戻して、特に定時制通信制高等

学校の予算を考えて欲しいと思います。全日制高校の場合、保護者や協賛者からの多額の

寄附があるが、定時制通信制の体育大会及び生徒生活体験発表大会は一部補助金と参加生

徒からの参加費を中心に実施している。定時制通信制高校事業費として是非とも国の予算

で生徒たちを元気付けて欲しい。 

２ 学歴や資格ばかり重んじられ学力偏重教育が進められて来た結果、国民の知的レベルの上

昇や経済的発展に比例して人間の価値観が多様化し物質的に豊かな生活が可能になってきた。

しかしながら、食べ歩きなど社会生活のルール無視、度重なる非行、中学・高校生の中途退

学・小学校からの不登校が多数現れるなど様々な面で社会が大きく変化してきています。特に

学校社会の三十数年来の状況を見ますと、中学・高校生の言動に見られる「直ぐキレる」「頭に

くる」、ところ構わず器物損害や教育に対する校内暴力、言動、陰湿ないじめ等人間としての思

いやりの心が折れて、「闇バイト」が典型的な「我慢する力」の低下の表れです。 

３ 教員からの些細な注意にも我慢が出来ず、自らの非を認められずに「直ぐキレる」「頭にく

る」「辞めてやる」、衝動的行動に及ぶ事は少なくありません。これは自らを制御が出来なく年

齢相応の成長が出来ていない証拠の現れであり、総ての立場で無責任極まりない社会状態に陥

っている現状であります。こうした社会状況は、物質的豊かさ、便利さを第一とする物質優先

の考え方で、社会人として生きるモラルの低下が社会全体に蔓延して来た結果で「我慢する

力」や「責任感」の欠如は「心の荒廃」と言う社会の大きい問題であります。 

定時制通信制高校では、以上の諸課題を消化し、不確実な時代を自立して生きていく主

権者、我が国の社会の発展を支える人材育成、が望まれます。 

51



52



高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン（仮称）） 骨子（案） 

～2040 年に向けたN-E.X.T.（ネクスト）ハイスクール構想～ に関する意見 

２．高校改革の方向性～2040 年に向けた高校の姿～ 

（３）＜視点３＞ 一人一人の多様な学習ニーズに対応した教育機会・アクセスの確保 

・不登校児童生徒、特別な教育的支援や日本語指導を必要とする児童生徒の増加、通信制課程の生

徒の大幅増加を踏まえ、高校のいずれの課程でも柔軟で質の高い学びの選択肢の保障が必要。

（実現するための取組の方向性） 

・全国どこにいても学びが保障されるよう、生徒の地理的アクセスの確保に留意しつつ一定規模の

確保、小規模校を含む学校間連携や遠隔授業の推進。

・通信制高校の管理運営の適正化や教育の質の確保・向上。

・個々の生徒の教育的ニーズに応じた特別支援教育の充実、日本語指導が必要な生徒に対する指導

体制の整備。

→（意見） 高等学校における教育の質確保への対応のための調査研究 （高等学校の現状に係

る調査・分析に係る調査研究） 定時制・通信制の課程を置く高等学校について  （調査報告

書） 株式会社富士通総研  令和６年３月 

  を踏まえていると考えられるので、＜視点３＞の下で高校（定時制・通信制）改革を進めてい

ただき、少子高齢化社会を支える一員としての人材育成につなげていただきたい。 

３．高校教育の充実に向けた支援 

（１）グランドデザインの中核となる高校支援

（基本認識） 

・高等学校等就学支援金制度の見直しによる専門高校を含む公立高校への影響を考慮し、公立高校

への支援を拡充。

（実行計画の策定・実施及び支援方策） 

・本グランドデザインを踏まえ、都道府県において    高等学校教育改革実行計画」  （下下 実行

計画」という。）を策定し、安定財源を確保した上で、令和９年度に新たに創設する 高等学校教

育改革交付金（仮称）」（下下 交付金」という。）等により支援。

・実行計画の策定に当たっては、都道府県教育委員会が中心となることが想定されるが、都道府県

知事等の首長や関係部局、地域の関係者や産業界と十分に連携・協働。総合教育会議等を活用し、

幅広い意見等を聞いて策定。
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・実行計画は、主として公立高校の取組を記載することを想定しているが、都道府県の判断により、

私立高校の取組を記載することも可能。  

・交付金の創設に先立ち、パイロットケースとして、産業イノベーション人材の育成に向け、アド

バンスト・エッセンシャルワーカーを育成するための実践的で高度な学びや、理数系人材を育成

するための文理融合・探究的な学び、地理的アクセスを踏まえた多様な学びを先導する高校を創

設するため、都道府県に基金を設置し、改革を牽引。その際、国際的な資質・能力を有するグロ

ーバル人材の育成や、高校生の多様な学びを広く支援するため、学校と地域が連携した学力向上・

学習支援や域内の高校への取組・成果の共有等にも取り組む。  

・高等専門学校の新設  （専門高校の高等専門学校への転換を含む 。） は、国の 大学・高専機能

強化支援事業（成長分野をけん引する大学・高専の機能強化に向けた基金）」等の支援により促進。  

（交付金の対象となる取組及び留意点等）  

・交付金の対象となる取組は下下に示すものを基本とし、計画の具体化に当たっては、   ２．高校

改革の方向性」における視点１～３を踏まえたものであることが前提。  

① 専門高校の機能強化・高度化  （ 産業界の伴走支援を受けながら行う教育課程の刷新・開発、

先端分野の専門的な指導等を通じた地域産業を支える人材育成の取組等）  

② 普通科改革を通じた高校の特色化・魅力化  （理数系教育、学際的・合合的な学問分野に即し

た学び等に重点を置くなど、学校の創意工夫に基づき、教育課程等の改革を行う取組等）  

③ 地理的アクセス・多様な学びの確保  （学校規模・置置の適正化、学校間連携や遠隔授業の促

進等）  

※学校と地域が連携した学力向上・学習支援による高校生の学びの支援も対象。  

・交付金の運用に当たっては、各都道府県が取り組む高校改革に係る進捗管理や評価・改善の状況

を適切に把握し、定期的な評価・公表を実施することが必要。 

 →（意見） 長野県の公立高校から下下の要望をいただいた。 

 高等学校授業料無償化について、定時制で学ぶ生徒は年間 18 単位の上限が決められており、

本校のような昼間の定時制は三修制の生徒がほとんどですが、10 単位余りが無償化にならない

状況です。ぜひ定時制の三修制選択者も無償化になるように制度の改正をお願いします。」 

学年制・単位制、課程問わず、学ぶ意欲のある生徒に対し、必要な経済的支援をお願いしたい。

結果として、人材育成につながると考える。 

また、夜間定時制等、規模の小さな学校に対しても、在籍生徒は居場所となっているので、多様

な学びの確保を望む。特に、夜間定時制専門学科においても、在籍生徒の状況に応じた機能強

化・強度化を図り、人材育成につなげていただきたい。 
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（２）高校教育における個人支援の拡充

（基本方針） 

・いわゆる高校無償化の詳細な制度設計や、低中所得層への高校生等奨学給付金の拡充については、 

  経済財政運営と改革の基本方針 2025」（令和７年６月 13 日閣議決定）や、   三党合意に基づ

く令和８年度下降の高校教育等の振興方策について」（令和７年 10 月 29 日）を踏まえ、その具

体化を検討。  

（支給方法の取扱い） 

・高等学校等就学支援金や高校生等奨学給付金の申請手続について、地方分権提案等を踏まえて申

請手続の更なるデジタル化を検討し、手続の簡素化による負担を軽減。

・いわゆる高校無償化については、国民の様々な意見や新たな制度の実施状況等の分析等を踏まえ

て、３年下内の期間に十分な検証を行った上で、必要な制度の見直しを実施。

→（意見） 学校・生徒とも手続きの簡素化による負担軽減を強くお願いしたい。負担軽減により、

結果として、学校・生徒とも本来すべきことに時間をかけることができ、結果として人材育成に

つながると考える。また、地方分権は大切なことであるが、地域格差が生じないことも強く望む。 

上記、太字部分が骨子案に対する 全国定時制通信制高等学校長会 事務局長 としての意見と

なります。 

どうぞ、よろしくお願いします。 

令和７年１２月１６日 

全国定時制通信制高等学校長会  事務局長  服部 幸一郎
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参考資料 

いただいた（案）に即していない部分もありますが、本校長会 池田理事長（都立大森高等学校

長）の雑感を下下に示します。 

学校現場の校長として感じたことですので、参考になれば、幸いです。 

・アドバンストエッセンシャルワーカーを高校レベルで育成することができるのか？

それを大学や専門学校に進学することで目指そうとする高校生を育成する、ということか？

・高校生の全員が進学するわけではないので、アドバンストではない、エッセンシャルワーカーを

担う人材の育成も当然必要になる。その多くを担っているのが定時制である。

・対人コミュニケーションの取れない人材では、エッセンシャルワーカーとして機能できない。

高校の学習内容を どこでも学べる」ようにすることで、国民の教育レベルの底上げを図ること

はできるかも知れないが、 学校」というリアルが担ってきた関係構築のプログラムをどこで実施

するのか。

生活全般のＤＸ化が進展すると、生活のリアルの中でさえ、直接的コミュニケーションの機会が

減少する。

探究学習だけでなく、現行の特活に含まれているような内容を教科化する必要が出てくるのでは

ないか。

・一概にいうことはできないが、定時制や指導困難校レベルの全日制を選択する生徒の場合、家庭

が家庭として機能していないことが多い。

生徒だけではなく、保護者に対して経済的支援だけではなく、社会人としての成人教育が必要な

のではないか。

この部分は、福祉行政と教育の分担を、より適正化していく必要がある。

・学校において、養護教諭、ｓｃ、ｓｓｗ、弁護士などの置置拡充は進んできたが、専門職と教職

員との連携を担う専門職の置置が必要ではないか。

管理職や指名制の○○コーディネーターではなく教員免許を有しながら授業下外の業務を担え

る専門職が必要。

・全定通の課程に関わらず、学級規模の縮小が必要。全日制であっても２０人程度にすることによ

って、大勢がいる環境を避けたい子どもの不登校が減少する可能性がある。

また、学習の定着度も格段に上昇するはず。

・学び直しに着目して、高校生と義務制の学校とのオンライン構築があってもいいのではないか。 
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・地域との連携を打ち出しても、地域自体の活力・教育力が低下していること自体をどう考えるの

か。

特にもともと特色ある地方都市にその傾向が強く、逆に東京のような都市には人がいても特色が

ない。
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高校教育改革に関する基本方針に対する意見 

全国特別支援学校長会 

    会長  緒方 直彦 

〇今回示された高校教育改革の方針は、2040 年問題を見据え、急速に進展する AI・DX 社会に対応した

人材育成を目指すものであり、我が国の教育の未来にとって極めて重要な取り組みであると考える。  

特に、探究的・実践的な学びの推進、ICT 環境整備、地域・産業界との連携強化などは、高校教育のみ

ならず特別支援学校の高等部にとっても、その質を高めるとともに、生徒一人ひとりの多様な学習ニーズ

に応える基盤を整えるものである。 

〇第一に、ICT の活用や遠隔授業の推進は、地理的条件や身体的制約により通学が困難な生徒にとって、

学習機会の公平性を確保する上で有効である。特別支援教育の視点から見ても、デジタル教材やAI に

よる個別最適化学習は、障害のある生徒の学習特性に応じた柔軟な指導を可能にし、学習意欲の向上

に寄与する。こうした取り組みは、インクルーシブ教育の理念を具体化するものであり、すべての生徒に質

の高い教育を保障するための重要な一歩である。 

〇第二に、改革方針が掲げる「探究的・実践的な学び」は、主体的に課題を発見し、協働して解決する力を

育むものであり、社会で生き抜く力の基盤となる。特別支援教育においても、こうした学びを取り入れるこ

とで、障害のある生徒が自己肯定感を高め、地域社会の一員として活躍する力を養うことができると考え

る。地域や産業界との連携を通じたプロジェクト型学習は、進路選択の幅を広げ、社会参加への道を開く

ことにつながるため極めて重要である。 

〇第三に、改革の方向性として示された「多様な学習ニーズへの対応」は、少子化や過疎化が進む地域に

おいても、学びの選択肢を保障するために不可欠である通信制や遠隔授業の活用、柔軟なカリキュラム

編成は、障害の有無にかかわらず、生徒が自らの状況に応じて学びを選択できる環境を整えるものであ

る。さらに、STEAM教育やグローバル人材育成の推進は、障害のある生徒を含むすべての学習者に、未

来社会で必要とされるスキルを身につける機会を提供することから評価に値する。 

〇さらに、改革先導拠点校の創出や産業イノベーション人材育成の取り組みは、職業教育の高度化にもつ

ながる。ICT や DX を活用した職業スキルの習得は、障害のある生徒の就労機会を拡大し、社会的自立

を促進する可能性を秘めている。高校教育改革が特別支援教育と連動することで、すべての生徒にとっ

て「学びの質」と「進路の幅」が大きく広がることを期待する。 

〇一方で、今回の高校教育改革には、実現に向けた課題は少なくない。特に、理念として掲げられた「多様

な学習ニーズへの対応」を具体化するためには、制度・財源・人材の三位一体の整備が不可欠である。

第一に、ICT環境整備や遠隔授業の推進は、障害のある生徒を含む多様な学習者にとって有効である

が、現場では機器導入やネットワーク整備に多大なコストがかかる。地方や小規模校では予算や人員の
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制約が大きく、十分な対応が困難である。また、教員の ICT活用能力向上のための研修体制も整備が

遅れており、技術導入が教育効果に直結しない恐れがあることが懸念される。 

〇第二に、改革が強調する「産業イノベーション人材育成」や「理数系教育強化」は、学習機会の格差を拡

大する可能性がある。高度な理数系教育やDX・AI 関連の学びは、学習困難を抱える生徒にとってハー

ドルが高く、合理的配慮がなければ排除につながりかねない。   

特別支援教育の視点を高校教育に組み込むためには、教材のユニバーサルデザイン化や専門的支援

員の配置など、追加的な施策が不可欠である。 

〇第三に、改革先導拠点校の創出やグローバル人材育成の取り組みは、都市部や大規模校に偏る傾向が

強く、地方や過疎地域の高校が取り残される懸念がある。障害のある生徒を含むすべての生徒が地域で

学び続けるためには、遠隔授業や地域連携の仕組みを強化する必要があるが、現状ではそのための制

度的裏付けや財政的支援が十分とは言えない状況である。 

〇さらに、改革方針において「個別最適化学習」や「柔軟なカリキュラム編成」が掲げられているものの、現

行制度では高校教育課程の柔軟性には限界がある。現場の教員が創意工夫を発揮できる余地を広げ

るためには、国レベルでの法的整備とガイドラインの策定が急務である。 

〇最後に、改革の推進に伴い、教員の負担増加が懸念される。ICT 活用、探究的学習、地域連携、グロー

バル対応など、多岐にわたる新しい取り組みを同時に進めることは、現場に大きな負担を与える。障害の

ある生徒へのきめ細やかな支援を維持しながら改革を進めるためには、人的資源の確保と働き方改革

の両立が不可欠であると考える。 

以上の点から、本改革を実効性あるものとするためには、理念先行ではなく、現場の実態に即した具体

策を講じることが求められる。特別支援教育の視点を高校教育改革に組み込み、すべての生徒にとって公

平な学びを保障することが、真の教育改革を実現する鍵であることを踏まえた今後の検討を期待する。 
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令和7 年12 月16 日 

高校教育改革に関する基本方針 骨子に対する意見について 

全国特別支援教育推進連盟 

理事長 岩井 雄一 

骨子は、2040 年に向けた社会構造の変化を的確にとらえ、高校改革を三つの視点から総合的に推

進しようとするものであり、その理念と方向性は極めて意義深いものと考えます。特に、多様な学

びの在り方や生徒が主体的に未来を切り拓く力の育成を掲げている点は、これからの高校教育の基

盤として高く評価できます。 

一方で、本構想に特別支援教育の視点をより明確に組み込むことにより、高校改革はさらに包摂

的で実効性の高いものとなり、すべての生徒が学びと成長の機会を確実に得られる改革へと深化さ

せることが可能となります。すなわち、特別な教育的ニーズを持つ生徒への支援の仕組みが強化さ

れることで、「誰一人取り残さない」高校教育の実現がより明確となり、構想全体の価値と持続性

が一層高まると考えます。 

以下、特別支援教育の推進の観点から三点申し上げます。 

１〈視点１〉AI に代替されない能力・個性の伸長について 

AI に代替されない能力・個性の伸長に関して、学びの個別最適化の中に特別支援教育を確実に位

置付ける必要があります。高校段階では、学習内容の高度化に伴い、生徒の認知特性やつまずきが

顕在化しやすくなります。したがって、教育課程の柔軟化を「特別な支援を必要とする生徒への学

習保障」と一体として進めることが重要となります。ICT を活用した読み書き支援、学びの可視化、

個別の指導計画の作成・活用、遠隔授業との組合せなどにより、生徒が自らのペースで学び、探究

活動でも「得意」を基点に主体性を発揮できる環境整備が求められると考えます。 

２〈視点２〉社会・経済の発展を支える人材育成について 

社会・経済を支える人材育成においては、生徒の多様性を踏まえた指導の視点が不可欠です。

2040 年の理数系・デジタル人材、エッセンシャルワーカー不足が懸念される中、特別な教育的支援

を必要とする生徒が地域の担い手として参画できる仕組みづくりが重要となります。専門高校の実

習環境における合理的配慮、安全面の支援員配置、産業界との協働による職場体験の拡充、支援技

術の活用によるデジタル領域の学びの推進など、進路指導における個に応じた指導・支援の強化が

求められると考えます。 

３〈視点３〉多様な学習ニーズに対応した教育機会・アクセスの確保について 

少子化の進行や不登校、医療的ケア、通学困難など、多様な背景をもつ高校生が増える中、地理

的・身体的・環境的な制約を超えて学びを継続できる仕組みが必要です。遠隔授業や学校間連携の

強化は、生徒の教育的ニーズに応じた「ハイブリッド型の学習保障」として大きな意義がありま

す。これまで特別支援教育が培ってきた障害に応じた教育を充実させていくことに加えて、通信制

高校の質保証、外国につながる生徒への日本語指導体制、特別支援教育コーディネーターの配置拡

充など、支援体制の質を高める取組が求められます。 

また、就学支援金等のデジタル化・手続簡素化は家庭の負担を軽減し、誰一人取り残さない高校

教育の実現に直結すると考えます。 
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令和７年１２月１０日 

全国特別支援学級・通級指導教室設置学校長協会 

高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン（仮称）） 骨子（案） 

に関する書面での意見提出について 

本協会は、義務教育段階の各都道府県単位あるいは各地域別単位の特別支援

学級・通級指導教室設置学校長会の連合体であり、基本方針の一つとして高等

学校との連携を強化し、生涯を見通した特別支援教育の推進を掲げている。 

 この度、「高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン（仮称）） 

骨子（案）」が公表されたことを踏まえ、その内容等に関する意見照会があっ

たので、下記のとおり本協会としての意見を提出する。 

記 

 直近１０年間で義務教育段階の児童生徒数は約１割減少する一方で、特別支

援教育を受ける児童生徒数は年々増加している。高等学校等への進学率は、令

和６年度では98.6％であることを踏まえると、多くの特別な支援を必要とする

生徒が進学していることが想定される。 

本骨子（案）においては、高校改革の方向性を実現するための取組の方向性

として、「個々の生徒の学習ニーズへの対応等に向けた教育課程の柔軟化」

や、「個々の生徒の教育的ニーズに応じた特別支援教育の充実」が明確に示さ

れていることを評価するとともに、「高校入試における多様な背景を有する生

徒の特性等の多面的評価」について、合理的配慮の面からも一層の充実が図ら

れることを期待するものである。 

本会としては、今後、高等学校が義務教育段階での生徒の学びを生かし、

個々の生徒の学習ニーズに適切に応じていくために、平成３０年度に制度化さ

れた高等学校における「通級による指導」の拡充を引き続き図るとともに、特

別支援教育支援員の配置に向けた財政措置等の支援体制についても一層の充実

が図られることを期待する。 
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人材育成システム改革推進タスクフォース（第２回）
以降に提出された関係団体の意見書
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『高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン（仮称））骨子』について 

令 和 ８ 年 １ 月 ６ 日 

一般社団法人 国立大学協会 

日本成長戦略本部決定にもとづき、文部科学省内で検討が進められている本方針の

骨子は、高校改革と同時に、高校から大学・大学院に至るまでの一貫した教育改革に

より、強い経済や地域社会の基盤となる人材育成の実現を目指すものであり、その趣

旨に賛同します。国大協としても、最大限の協力を通して実現に貢献していきたいと

思います。 

○「高校までの学びの成果を適切に評価できる大学入試」については、国立大学は従

前より、多様な能力・適性、興味・関心等を多面的・総合的に評価する入学者選抜

を実施しており、引き続き取り組む所存です。

○今後、各都道府県の「高等学校教育改革実行計画」の策定・実施への協力など、国

立大学は各地域の「知の拠点」として貢献していきたいと思います。

○高校の「総合的な探究の時間」等への高等教育機関の協力について、その期待に十

分応えるためには、大学側の人的・財政的負担への配慮も必要です。

○最後に、本方針の骨子には、高校教育に向けた支援の中で国立大学法人の附属高校

が言及されておりませんが、その実行計画においては、国立大学法人の附属高校も

対象とすることができるよう、明確に位置付けられることを要望します。
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令和 7年１２月２５日 

全国専修学校各種学校総連合会 

高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン（仮称））に対する意見書 

全専各連は、我が国の教育体系の中で「アカデミック・ライン」に対する「プロ

フェッショナル・ ライン」、すなわち「職業教育体系の確立」を活動の大きな柱と

位置付けている。ここでの「職業教育」は、「特定の職業に就くための教育」の意で

あり、全専各連は、その「職業教育」の振興を求めている。

高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン（仮称））では、以下３つの 

視点の下で高校改革に取り組むとともに、高校から大学・大学院に至るまでの一貫

した教育改革により、強い経済や地域社会の基盤となる人材育成を実現することと

している。 

＜視点１＞不確実な時代を自立して生きていく主権者として、AI に代替されない 

能力や個性の伸長 

＜視点２＞我が国の経済・社会の発展を支える人材育成 

＜視点３＞一人一人の多様な学習ニーズに対応した教育機会・アクセスの確保 

 そのうえで、中核となる高校に対する支援を行うほか、高等専門学校の新設を 

国の支援により促進することなどが列挙されている。 

このグランドデザイン骨子における検討事項は、少子高齢化や人口減少といった

課題に直面している我が国が社会全体で課題を解決する構造へと変化を遂げ、持続

的に発展する日本社会を実現するため、後期中等教育のありかたや高等教育への 

接続を含めた高等教育改革の方向性を示したものであることから、当連合会より 

以下の視点を踏まえ意見を申し述べたい。 

〇少子高齢化、生産年齢人口減少期を迎えている我が国の持続的発展を期すため、

さまざまな資質、背景をもった人たちが職業教育によって、個々の能力・生産

性を向上させることが重要であること。 

〇職業教育体系の整備のため、高校・高専と並び高等専修学校を振興することは、

個々人が職業的自立をはかり、長期的な人生設計を立てる上でもきわめて重要

であること。 

【意見】 

（１）高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン）において、既に多様な

背景の生徒を受け入れ、職業教育によってエッセンシャルワーカーや⽂化・

スポーツ人材を多数輩出している高等専修学校を含めること。

（２）理数系や新たな成長分野、基幹産業への人材育成と供給の観点から、多様な

分野・学科における教育を支援すること。

（３）個々人にとって最適な学習成果を達成するために、高大接続に加え、高校と

専門学校の接続、高等専修学校と専門学校への接続を同等に推進すること。 
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